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特別養護老人ホームの厨房で働く調理担当者の
雇用形態変化に関する研究
一特に、介護保険制度導入前後の変化を中心として-
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Homes:With a Special Reference to the Change Caused by 
the Introduction of the Nursing-Care Insurance System 
寺嶋康正
Yasumasa Terashima 
要旨:筆者は，特別養護老人ホームで管理栄養士としての勤務経験があり，施設の食事が入
所者にとって大変重要な意味を持つものであると認識している。その食事に携わるのは，管
理栄養士(栄養士)及び調理担当者だが，食材を実際に扱うのは調理担当者である。本稿で
は，調理担当者の雇用形態に社会福祉の諸制度の変更が，どのような影響を及ぼしたのかを
考察した。その結果，雇用形態は，高齢者福祉が措置から介護保険に制度変更された2000(平
成12)年よりも，導入後の介護保険が一部改正された2005(平成17)年に大きく変化して
いることが分かつた。そして結論として，施設に入所している高齢者の栄養状態を維持・向
上させるために導入された栄養ケア・マネジメントが，厨房の運営形態までも変更させる要
因となった可能性が高いことを述べた。
キーワード:栄養ケア・マネジメント 措置制度介護保険制度厨房委託非正規雇用
はじめに
わが国の老人福祉施策は， 1963 (昭和38)年に老人福祉法が制定されたことにより，大
きく前進した。法律が制定されたことで，老人の福祉の向上を目的とした施策が総合的，体
系的に推進されるようになったからである。国連が報告書で定義した「高齢化社会」の水準
に高齢化率 (65歳以上の人口が総人口に占める割合)7%に到達するのは， 7年後の1970(昭
和45)年である。わが国の人口高齢化の特徴は，その進行速度の急なこと(高齢化率が7%
から2倍の14%まで上昇するのに24年しかかからなかった)である。しかも，核家族化の進
展，社会情勢の変化による女性の雇用機会の拡大，共働き世帯の一般化など， 1963 (昭和38)
年時点ですでに家庭をとりまく環境は変わり始めており，家庭での介護能力の低下が社会問
題化していた。間違いなく，高齢化社会に到達することを見越して，老人福祉法は制定され
たのである。
1980年代までの社会福祉サービスの提供方法は， I措置制度」と呼ばれるものであった。
その制度は，国が自らの責任で福祉の実施を保障するものである。日本経済が順調に成長を
続けている聞は問題無かったが， 1973 (昭和48)年第四次中東戦争をきっかけに，高度経
済成長時代が終わると，従来の方式で行われていた社会福祉の提供体制に様々な問題が生じ
た。高齢化の急速な進行を踏まえ，そして旧来の制度の問題点を解決するものとして，
2000 (平成12)年4月から介護保険制度が実施されることになる。介護保険制度は，給付と
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負担の関係が明確な社会保険方式であり，措置制度は行政処分で福祉サービスを決定してい
たが，介護保険制度は利用者自らが選択し，保健・医療・福祉にわたる介護サービスを，直
接提供者と契約することで利用可能としたものである。さらにケアマネジメントの導入，民
間事業者の参入拡大など，社会福祉制度に大幅な変化をもたらした1)。
施設の利用者にとって大きな意味を持つ食事に対して，調理担当者の勤務形態変化は必ず
影響を及ぼすはずであろう。しかし、勤務形態変化と食事についてまとめた先行研究は見出
すことができなかった。
そこで本稿では、調理担当者の勤務形態変化の状況を確認するために，特別養護老人ホー
ムの厨房勤務表を分析し，人員配置の根拠となる法令通知を示した。厨房勤務表については，
人員配置，雇用形態，勤務時間について検証を行った。
あわせてそれに関
施設の厨房で働く調理担当職員の配置に関する法令通知
ある施設の厨房勤務表を検証し，
第 1章
職員配置を具体的に理解するために，
連する法令通知を示して行きたい。
1)介護保険制度導入前年 (1999年7月)勤務表
今回，厨房勤務表を考察するのは， P市にある社会福祉法人(昭和46年認可)経営の特別
養護老人ホームU荘である。施設本体の定員100名，ショートステイ定員10名で運営されて
いる。調理担当の正規雇用職員(正職員)の勤務時間は8時間，非正規雇用職員(パート職
員)の勤務時間も8時間である(表1)。
日 月 火 水 木 金 土
2 3 
4 5 6 7 8 9 10 
11 12 13 14 15 16 17 
18 19 20 21 22 23 24 
25 26 27 28 29 30 31 
合計
168 
168 
168 
168 
168 
表11999 (平成11)年7月調理担当者勤務表
(時間)
8 
8 
8 
8 
8 
(勤務日数)
21 
21 
21 
21 
21 
????
?
?
※休日数10日168 
120 
1128 
1日当たり4.5人
8 
8 
21 
15 
1日当たり36.4時間
乙の当時の特別養護老人ホームで職員配置の根拠となる法令・通知は次の通りである。
《通知》
「老人保護措置費の国庫負担の取扱いについてJ(平成11年6月21日老発第453号)の規定
による特別養護老人ホームの調理員配置に関する基準はこの通知の定めるところによる。
老人保護措置費の国庫負担の取扱いについて
(平成11年6月21日)
(考発第453号)
(各都道府県知事・各指定都市市長・各中核市市長宛厚生省老人保健福祉局長通知)
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第2 老人福祉施設事務費の運用について
略
1 施設事務費支弁基準額について
賂
2 職員の適正配置について
別表1に示す「老人福祉施設定員規模別配置基準」は、施設事務費単価の積算基礎となる職員数であり、また，
施設入所者の処遇確保の観点からも最低限必要と考えられる職員数であることから、乙れを完全に充足するよう
指導されたいとと。また、直接処遇職員の職種別配置数の弾力的配置等については、「養護老人ホーム及び特別
養護老人ホームの設備及び運営に関する基準(昭和41年7月1日厚生省令第四号)J、「養護老人ホーム及び特別養護
老人ホームの設備及び運営に関する基準の施行について(昭和41年12月16日社老第149号)J及び「養護老人ホー
ム及び軽費老人ホームに併設する小規模特別養護老人ホームの設置運営について(平成2年3月23臼老福第45号)J
に示すところにより、円滑かっ適正な実施が行われるよう指導すること。
《法令》
「老人福祉法J(昭和38年法律第133号)第17条第1項の規定による特別養護老人ホームの
設備及び運営に関する基準はこの省令・通知の定めるところによる。
養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準
(昭和41年7月1日厚生省令第四号)
目次
第3章特別養護老人ホーム(第四条)
第3章特別養護老人ホーム
(職員の配置の基準)
第四条特別養護老人ホームには，次の各号に掲げる職員を置かなければならない。ただし，離島等に設置する特
別養護老人ホームであって50人以上の人員を入所させるととができる規模を有しないものにあっては第6号に掲げ
る職員を，調理業務の全部を委託する特別養護老人ホームにあっては第8号に掲げる職員を置かないととができる。
一施設長
一医師
一生活指導員
四察母
五看護婦又は准看護婦
六栄養士
七機能回復訓練指導員
八調理員
2 生活指導員，寮母及び看護婦又は准看護婦の総数は，通じておおむね入所者の数を4.1で除して得た数以上と
する。
3 看護婦及び准看護婦は， 1人以上の者が常時勤務するために必要な数を霞かなければならない。
養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準の
第4 処遇に関する事項
l 給食
施行について
(昭和41年12月16日社老149)
(1) 給食は、食品の穏類及び調理方法について、入所者の身体的特性に適合したたんぱく質、ビタミン等の栄養素
が確保されるよう考慮して行うとともに、つねに入所者の身体的状況及び噌好の把握に努め、これらを十分考慮
して行うこと。
(2) 調理は、あらかじめ作成された献立に従って行うとともに、その実施の状況を明らかにしておくこと。
なお、病弱者に対する献立については、医師の指導を受けること。
(3) 調理及び配膳に当たっては、食品衛生法施行規員ImlJ表第六の上禰に掲げる事項に留意して衛生的に行うこと。
措置制度の下で運営される特別養護老人ホームにあっては，職員の給与を，措置費の中の施
設事務費から支出していた。施設事務費の算定基準となるのは，施設の規模ごとに定められ
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その数どおりの配置ができない場合，措置費は減額さている職員の配置数(表2)であり，
れることになった。
表2月IJ表1(抜粋)
「ーーーーーー 一
生 生
主 調職種 施 事 j舌:i:活 看 栄 介総
設 務キ目任 指
任 寮
護 養 助
理 医
数 寮 母 師 師長 員談導
母 婦 士 員 等
定員階級区分
員 員
81~90 34 2 19 3 4(1) 
91~100 36 2 21 3 4(1) 
101~110 38 2 23 3 4(1) 
111~120 40 2 25 3 4(1) 
121~130 42 2 27 3 I 1 4 
同年12月16日付社老149では，施設の提供する食事の内容が示されている。施設で食事を
調理する際の注意点についても示されているが，乙れは，すべての施設にも当てはまること
であり，昭和41年当時にあっても一般的なものである。当然の事項が明記されているのは，
守られない恐れがあり注意喚起を行ったというよりも，食事を提供する対象が高齢者であり，
最大限の配慮が必要なことを確認するためである。
当時の施設が提供する食事は，現在，施設が提供する食事と比較した場合，内容的に見劣
りするものかもしれない。しかし，食事を提供するうえで基本的な部分を大切にする意識は，
介護保険制度導入前においては省令・通知によって明文化されており，当時のほうが高いと
いえる。社老149・第4 処遇に関する事項・ 1給食， (1)では病弱者を対象とする食事の内
容のあるべき姿に触れ， (2)では施設の献立は場当たり的なものでなく，計画的に行われもの
であって，特別に配慮が必要な場合は，専門化の助言を仰ぐように指導している。このこと
から，食事が入所者に対して果たす重要な役割の一つである栄養補給面を，昭和41(1966) 
年当時は強く意識していたことがわかる。
2)介護保険制度導入年(2000年7月)勤務表
昨年と，実質的に同じ勤務表である(表3)。介護保険制度下では，調理員の具体的な人
数について示されておらず¥措置制度下の職員配置をそのまま利用していたと思われる。
日 月 火 水 木 金 ごt
2 3 4 5 6 7 8 
9 10 1 12 13 14 15 
16 17 18 19 20 21 22 
23 24 25 26 27 28 29 
30 31 
合計
160 
160 
160 
160 
160 
表32000 (平成12)年7月調理担当者勤務表
(時間)
8 
8 
8 
8 
8 
(勤務日数)
20 
20 
20 
20 
20 
? ?
??
?
?
※休日数1日
160 
120 
1080 
1日当たり4.3人
84 
8 
8 
20 
15 
1日当たり34目8時間
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介護保険制度導入により特別養護老人ホームで職員配置の根拠となる省令は次の通りである。
目次
指定介護老人福祉施設の人員，設備及び運営に関する基準
第2章人員に関する基準(第2条)
第4章運営に関する基準(第14条)
第2章人員に関する基準
(平成11年3月31日厚生省令第39号)
(従業員の員数)
第2条 介護保険法(平成九年法律第123号，以下「法Jという。)第88条第1項の規定による指定介護老人福祉施
設に置くべき従業員の員数は，次のとおりとする。ただし，入所定員が40人を越えない指定介護老人福祉施設にあっ
ては，他の社会福祉施設等の栄養士との連携を図ることにより当該指定介護老人福祉施設の効果的な運営を期待する
ことができる場合であって，入所者の処遇に支障がないときは，第4号の栄養士を置かないことができる。
一医師 入所者に対し健康管理及び療養上の指導を行うために必要な数
二 生活相談員入所者の数が100文はその端数を増すごとに1以上
三 介護職員又は看護婦，看護士，准看護婦若しくは准看護士(以下「看護職員Jという。)
イ 介護職員及び看護職員の総数は，常勤換算方法で，入所者の数が3又はその端数を増すごとに1以上とす
ること。
口 看護職員の数は，次のとおりとすること。
(1) 入所者の数が30を越えない指定介護老人福祉施設にあっては，常勤換算方法で， 1以上
(2) 入所者の数が30を越えて50を越えない指定介護老人福祉施設にあっては，常勤換算方法で， 2以上
(3) 入所者の数が50を越えて130を越えない指定介護老人福祉施設にあっては，常勤換算方法で， 3以上
(4) 入所者の数が130を越える指定介護老人福祉施設にあっては，常勤換算方法で， 3に，入所者の数が130
を越えて50又はその端数を増すごとに1を加えて得た数以上
四栄養士 1以上
五機能訓練指導員 1以上
六 介護支援相談員 1以上(入所者の数が100又はその端数を増すごとに1を標準とする。)
第4章運営に関する基準
(内容及び手続の説明及び同意)
第14条 食事の提供は，栄養並びに入所者の心身の状況及び噌好を考慮したものとするとともに，適切な時間に行
わなければならない。
2 食事の提供は，入所者の自立の支援に配慮して，可能な限り，離床して食堂で行うよう努めなければならない。
特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準
(平成11年3月31日厚生省令第46号)
(職員の配置の基準)
第12条特別養護老人ホームには，次の各号に掲げる職員を置かなければならない。ただし，入所定員が40人を越
えない特別養護老人ホームにあっては，他の社会福祉施設等の栄養土との連携を図ることにより当該特別養護老人
ホームの効果的な運営を期待することができる場合であって，入所者の処遇に支障がないときは，第5号の栄養士
を置かないことができる。
一施設長 1
二医師 1
三生活相談員 入所者の数が100又はその端数を墳すごとに1以上
四 介護職員又は看護婦，看護士，准看護婦若しくは准看護士(以下「看護職員」という。)
イ 介護職員及び看護職員の総数は，常勤換算方法で，入所者の数が3又はその端数を培すごとにl以上とす
ること。
ロ 看護職員の数は，次のとおりとすること。
(1) 入所者の数が30を越えない特別養護老人ホームにあっては，常勤換算方法で 1以上
(2) 入所者の数が30を越えて50を越えない特別養護老人ホームにあっては，常勤換算方法で， 2以上
(3) 入所者の数が50を越えて130を越えない特別養護老人ホームにあっては，常勤換算方法で， 3以上
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性) 入所者の数が130を越える特別養護老人ホームにあっては，常勤換算方法で， 3に，入所者の数が130
を越えて50又はその端数を増すごとに1を加えて得た数以上
栄養士 l以上
機能訓練指導員 1以上
調理員，事務員その他の職員
???
当該特別養護老人ホームの実情に応じた適当数
指定介護老人福祉施設の設置基準は平成11年厚生省令第39号であり，これには調理員に関
する記載が無く，第4章・第14条で食事についての記述がわずかにあるものの，食事の内
容に関係する部分はわずかしかない。調理員の記載がないのは，介護保険法が，食事の「作
られるJ過程を問題にしたものではなく，初めから厨房委託を視野に入れていたからである
と思われる。しかし，食事は利用者にとって大きな意味を持つものであり，施設サービスが
目指す方向性を示す意味からも，食事の「作られるJ過程について具体的な記述が必要なの
ではないだろうか。
厚生省令第46号では，職員西日置に関して具体的な員数が表記されている。しかし調理員
は施設ごとの適当数としか記載されていない。昭和41年12月16日社老149号に示されてい
た高齢者への配蟻，施設の衛生管理に関する項目も記載されておらず，それらは，当然のと
とだから省略されたとも考えられるが，施設が提供する食事の水準を規定するものであり，
記載が無くなったことは残念である。
U荘では，介護保険髄度導入前後2年間で調理担当職員・勤務時間は変わっておらず，制
度自体が雇用形態・勤務条件を変化させていないことが確認できた。その理由として考えら
れるものは，措置制度が職種毎に職員数を定めており，それに従って長い期間施設が運営さ
れていたことである。
3)介護保険制度導入翌年 (2001年7月)勤務表
2001年4月， U荘では，調理担当の正職員が1名退職し，その補充にパート職員が3名採
用された。当時， 1名退職して3名採用，実質2名の増員でも，人件費は節約できたのであ
る。 1日の勤務時間は全員が8時間のままであり，人員配置も改善されずに以前と同じだが，
l日当たりの総労働時間はこれまでと比べて約4時間増えた。このことは， 1日当たり0.5人，
勤務人数が増えたことを意味するものである(表4)。
日 月 火 71く 木 金 土
2 3 4 5 6 7 
8 9 10 1 12 13 14 
15 16 17 18 19 20 21 
22 23 24 25 26 27 28 
29 30 31 
※休日数10日
合計
168 
168 
168 
168 
120 
168 
120 
120 
64 
1264 
1日当たり5.1人
表42001 (平成13)年7月調理担当者勤務表
(時間)
8 
8 
8 
8 
?
??????
(勤務白数)
21 
21 
21 
21 
???????
????
，?
???
?
?
。
d 
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4)介護保険制度導入10年後 (2010年7月)勤務表
2010年4月より，U荘では厨房が委託され，正職員(正社員と準社員)は8名，パート
職員はそれぞれ朝食・昼食・夕食担当に分かれ，合計14名である。 2010年7月の土曜日・
日曜日・祝日数の合計は10日だが，実際の休日数は8日である。完全週休二日制の厨房直
営時と比較すると，勤務条件は厳しくなったといえる (表5)。
表52010年7月調理担当者勤務表(厨房委託)
木 金
B 23 7.5 172.5 2 
6 7 8 9 
D 22 7.5 165 1<11 12 13 14 15 16 
20 21 22 23 
F 23 7.5 172.5 |26 27 28 29 30 31 
H 7 7.5 52.5 
盈4ニb
b 12 4 48 
333 
4 x 15 
4キ.5x1 
4 
13 
4 x 12
4.5 x 1 
52.5 
主d二上
j、 1
3.5 x 2 
k 21 4x 11 87 
町1
427.5 
1日当たり71.8時間 1日当たり13.1人
-87-
山形県立米沢女子短期大学紀要第47号
介護保険制度が導入され10年が経過していることを考慮すれば，制度の導入が厨房委託
の直接の要因ではないことがわかる。むしろ，介護保険法の一部を改正する法律(平成17年
法律第77号)第2条が2005(平成17)年10月1日から施行されたことが要因といえる。居
住費・食費が介護保険給付の対象外となったことが法律の変更点の主なものであるが，それ
にあわせて，低栄養状態の予防・改善を目的に，栄養状態に着目した栄養ケア・マネジメン
トを入所者一人一人に実施することで，栄養マネジメント加算として評価されることが決定
したことが理由である。なお，栄養ケア・マネジメントについては章をあらためて検討する。
特別養護老人ホームの厨房委託の根拠となる通知は，以下の通りである。なお，この通知
の要点と思われる部分に筆者が傍線を付した。
保護施設等における調理業務の委託について
(昭和田年3月9臼 社施第38号)
(各都道府県知事・指定都市市長あて 社会局長・児童家庭局長通知)
(沿革) 平成7年4月1日 社援企第54号・児発第365号改正
平成12年3月22日 社援第647号改正
今般，生活保護法による保護施設，身体障害者福祉法による身体障害者更生援護施設，老人福祉法による老人福
祉施設，売春防止法による婦人保護施設及び知的障害者福祉法による知的障害者援護施設のうち入所者に給食を提
供することとされている施設における務理業務の委託については，その取り扱いを下記のとおりとすることとした
ので，御了知の上，関係者への周知徹底及び指導方よろしく願いたい。
記
1 保護施設等における調理業務の委託についての基本的な考え方
保護施設等(以下「施設Jという。)における調理業務は，施設自らが行うことが望ましい。しかしながら，調
理技術の進歩，衛生思想の普及等に鑑み，施設の管理者が業務上必要な注意を果たし得るような体制及び契約内容
により給食の質が確保される場合には，入所者の処遇の向上につながるよう十分配慮しつつ，当該業務を第三者に
委託することは差し支えないものであること。
なお，この場合においても，当該業務に係る責任は施設にあるものである乙と。
2 調理室について
原則として施設内の調理室を使用して調理させること。ただし，運搬手段等について衛生上適切な措置がなされ
ている場合には，施設外で調理し搬入する方法も認めることができる。
なお，その場合においては，平成5年2月15白指第14号厚生省健康政策局指導課長通知「病院，診療所等の業務
委託についてJの第4の2規定に準拠すること。
3 施設の行う業務について
施設は，次に掲げる業務を白ら実施するものとし，その業務を担当させるため，栄養士を配置すること。したが
って，栄養土を配置しない施設は，調理業務の委託を行うことはできないものであること。
(1)入所者の栄養基準及び献立の作成基準を委託業者に明示するとともに，献立表が当該基準どおり作成されてい
るか事前に確認すること。
(2)献立表に示された食事内容の調理等について，必要な事項を現場作業責任者に指示を与えること。
(3)毎回，検食を行うこと。
(4)受託者が実施した給食業務従事者の健康診断及び検便の実施状況及び結果を確認すること。
(5)調理業務の衛生的取り扱い，購入材料その他契約の履行状況を確認すること。
(6)施行調査の実施及び喫食状況の把握に努めるとともに，健康の保持精進の観点から，栄養指導を積憾的に進め
ること。
4 受託業者について
受託業者は次に掲げる事項のすべてを満たすものであること。
(1)施設給食の趣旨を十分認識し，適正な給食材料を使用するとともに所要の栄養量が確保されている調理を行う
ものであること。
(2)調理業務の運営実績や組織形態からみて，当該受託業務を継続的かっ安定的に遂行できる能力を有すると認め
られるものである乙と。
(3)受託業務に関し，専門的な立場から必要な指導を行う栄養士が確保されているものであること。
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(4)調理業務に従事する者の大半は，当該業務について相当の経験を有するものであること。
(5)調理業務従事者に対して，定期的に，衛生面及び技術面の教育又は訓練を実施するものであるとと.
(6)調理業務従事者に対して，定期的に，健康診断及び検伎を実施するものであるとと。
(7)不当廉売行為等健全な商習慣に違反する行為を行わないものであること。
5 業務の委託契約について
施設が調理業務を業者に委託する場合には， その契約内容，施設と委託業者との業務分担及び経費負担を明織に
した契約書を取り交わすこと。
なお，その契約書には， 4の(1)，(4)， (5)及び(6)に係る事項並びに次に掲げる事項を明確にすること。
(1)受託業者に対して，施設側から必要な資料の提出を求めることができること。
(2)受託業者が契約書で定めた事項を誠実に履行しないと施設が認めたとき，その他受託業者が適正な施設給食を
確保する上で支障となる行為を行ったときは，契約期間中であっても施設側において契約を解除できること。
(3)受託業者の労働争議その他の事情により，受託業務の遂行が凶難となった場合の業務の代行保証に関すること.
(2)受託業者が契約書で定めた事項を誠実に履行しないと施設が認めたとき，その他受託業者が適正な施設給食を
確保する上で支障となる行為を行ったときは，契約期間中であっても施設側において契約を解除できること。
(3)受託業者の労働争議その他の事情により，受託業務の遂行が困難となった場合の業務の代行保証に関すること。
(4)受託業者の責任で，法定伝染病又は食中毒等の事故が発生した場合及び契約に定める業務を履行しないため，
施設に損害を与えた場合は，受託業者は施設に対し，損害賠償を行うこと。
6 その他
都道府県知事又は指定都市若しくは中核市市長は，適宜，上記2から 5までの条件の遵守等につき必要な指導を
行うものとすること。
第2章調理担当者の雇用形態
調理担当者の雇用形態は，措置制度の下では，正規腫用(正職員)，非正規雇用(パート
職員)を区別して施設入所者数に応じて配置職員数は定められていた。定員規模別配置基準
表で示された人数の職員を確保できない場合は，施設措置費の中の事務費が減額される。
介護保険制度の下では，調理員の職員配置について具体的な数字が示されなかった。それ
が原因で，調理担当職員の雇用形態は大きく変化することになる。しかし，その変化は施設
の厨房だけに限られたものではなく， 日本社会全体の就業形態が徐々に変化していることと
理由は同じである(表6・図1)。
表6雇用形態別雇用者数一全国
1984年 1985年 1986年 1987年 198年 1989年 190年 1991年
{昭和59) ~昭和60) (昭和61) (昭和62) (昭和63) (平成元) (平成2) (平成3)
正規の職員・従業員 383437 3~ 3343 3838.4 3 
3337 3377 3452 37498 8 3639 数割合(%) 83.6 82.4 81.7 80.9 80.2 
非正規の職員・従業 604 655 673 711 守55 817 881 897 
員数割合(%) 15.3 16.4 16.6 17.6 18.3 19.1 20.2 19.8 
{1平9成2年約 193年 194年 195年 196年 197年 198年 199年 {2平0成0年12 20例年
(平成5) (平成6) (平成7) (平成8) {平成9) (平成10) (平成11) ('l'!it12) (平成13)
3705 3756 3805 3779 3800 3812 3794 3686 3662 3621 
79.5 79.2 79.7 79.1 78.5 76.8 76.4 74.7 73.9 72.6 
958 986 971 1001 1043 1152 1173 1248 1293 1366 
20.5 20.8 20.3 20.9 21.5 23.2 23.6 25.3 26.1 27.4 
202年 2∞3年 204年 205年 206年 2∞7年 208年 初09年 2010年
(平成14) (平成15).(平成16) (平成17) (平成18) (平成19) (平成20) (平成21) (平成2)
37408.6 93444 3410 3374 36410 1 3441 36359.9 3380 3635.6 5 
69.6 68.6 67.4 66.5 66.3 
1451 1504 1564 1633 1677 1732 1760 1721 1756 
29.4 30.4 31.4 32.6 33目。 33.5 34.1 33.7 34.4 
※総務省統計局・政策続指官{統計基準担当)労働力問査長期時系列デ一事(男女計。万人)
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I~欄ー附ー閥一一際線ー欄一際線」一隅一一閥ー欄ー附ー_，鋼一附~，繍ー欄ー附ー側ー
内非正規職員
ト震調ー儀費一機一機一躍週一監護一機一襲撃ー援護一一機一臨調一機一機一機一韓議ー側一
1-襲警一機一機一態調ー臨調ー態勢一機一援護ー援護一長選一機一側一一醐一一醐ー 醐ー 附ー 図正規職員
::;曜日二時二日二時二時二時二二二二
t添えト弥、、に与、称、与もえトミb称、、、
ぷぷぶぷぷ4P47474P47SF4Pぷぷ4F4Fぷ
"，0)' "，0)' "，0)' "，Of可iq?ぜ-ぜ令i 令)J^~~V‘令id-ぜ一、2 一、j 、+
争事 ιιιιιιιιιιι
jg]1雇用形態別雇用者数
1)介護保険制度導入前
介護保険制度導入前の調理担当者の雇用は， I老人保護措置費の国庫負担の取扱いについ
て」の中の「老人福祉施設事務費の運用についてjで，職種ごとの人数や雇用形態について
詳しく定められていた。施設の入所者数に応じて，調理担当者の数が決定し，基本的に正職
員が配置されていた。施設の判断で，パート職員を雇用することは可能であった。その当時，
パート職員の仕事内容は正職員を補助するものが中心であった。
2)介護保険制度導入後
民間介護サービス事業者の参入を認めたことにより，既存の施設も従来行っていたサービ
スについて，見直しを行い改善を図った。食事に関係するサービスは，旧来の考えにしばら
れ，柔軟に対応できていない部分が多かったが，制度が介護保険に変更に変更されたことで，
職員配置は施設ごとの判断で対応することが可能となった。介護保険制度は調理員に対して
人数の規定がないために，今までは，正職員が担当していた仕事であっても，置き換えが可
能なものは，パート職員が担当するようになった。経営の効率化の意味からも，正職員が退
職した際の補充は，パート職員を採用するようになり，これによって，ある程度の人件費抑
制が実現すると同時に，厨房職員数も増加した。居房職員数の増加により，それまでは実施
することが難しかったサービスにも，取り組むことが可能となった。介護保険制度に，調理
員の人数に対する明確な規定のないことが，結果として，施設の食事に関するサービスの向
上を促した。
3)介護保険制度一部改正後
2005 (平成17)年10月1日より，改正された介護保険制度が施行され，特別養護老人ホ
ームは先に述べた栄養ケア・マネジメントを実施し，栄養マネジメント加算を算定すること
で，介護報酬の上積みを目指すことになる。
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栄養マネジメント加算の算定について根拠となる通知は次の通りである。
指定居宅サービスに関する費用の額の算定l~関する基準(短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護
に係る部分)及び指定施設サービス等l~要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の
留意事項について (平成12年老企第40号)
(9) 栄養管理体制加算
①管理栄養士又は栄養士(以下「管理栄養士等j という。)については、当該施設に配置されているとと(労
働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律(昭和60年法律第88号)
の規定による労働者派遣事業により派遣された派遣労働者を含む。)。なお、調理業務の委託先にのみ管理栄
養士等が配置されている場合は、当該加算を算定できないこと。
② 特別養護老人ホームに併設される併設裂指定短期入所生活介護事業所において、本体施設に配置されている
管浬栄護士等が、併せて併設事業所における栄菱管理を行う場合にあっては、管理栄養士等が配置されている
本体施設及びその併設事業所のいずれにおいても算定できるとと。
③ 管理栄養士等は、利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提供を行うこと。
『栄養マネジメント加算及び経口移行加算に関する事務処理手順例及び様式例の提示について』
1.栄養ケア・マネジメントの実務等について
(1) 栄養ケア・マネジメントの体制
(平成17年9月713老老発第0907002号)
ア.栄養ケア・マネジメントは，ヘルスサービスの一環として，個々人に最適な栄養ケア・マネジメントを行
い，その実務遂行上の機能や方法手順を効率的に行うための体制jをいう。
イ.施設長は，医師，管理栄養士，看護師及び介護支援専門員その他の職種が共同して栄養ケア・マネジメン
トを行う体制を整備する。
ウ.施設長は，各施設における栄養ケア・マネジメントに関する手順(栄養スクリーニング，栄養アセスメン
ト，栄養ケア計画，モニタリング，評価等)をあらかじめ定める。
エ.管理栄養士は，入所者又は入院患者(以下『入所(院)者Jという。)に適切な栄養ケアを効率的に提供
できるよう関連職種との連絡調整を行う。
オ.施設長は，栄養ケア・マネジメント体制に関する成果を含めて評価し，改善すべき課題を設定し，継続的
な品質改善に努める。
(2) 栄養ケア・マネジメントの実務
ア.入所(院)における栄養スクリーニング
介護支援専門員は，管理栄養土と連携して，入所(院)者の入所(院)後遅くとも1週間以内に，関連職種
と共同して低栄養状態のリスクを把握する(以下「栄養スクリーニングJという。)。
なお，栄養スクリーニングは，別紙1の様式例を参照の上，作成する。
イ.栄養アセスメントの実施
管理栄養士は，栄養スクリーニングを踏まえ，入所(院)者毎に解決すべき課題を把握する(以下「栄差ア
セスメントJという。)。栄養アセスメントの実施にあたっては，別紙2の様式例を参照の上，作成する。と
の際，栄養スクリーニングに基づき低リスク者と判断された場合は，別紙2中の(I)のみに，中リスク又は
高リスク者と判断された場合は，別紙2中の(I)及び (I)に必要事項を記入する
ウ.栄養ケア計画の作成
a::管理栄養士は，上記の栄養アセスメントに基づいて，入所(院)者の i)栄養補給(補給方法，エネルギー・
たんぱく質・水分の補給量，療養食の適用，食事の形態等食事の提供に関する事項等)， i)栄養食事相談，
ii)課題解決のための関連職種の分担等について，関連職種と共同して，栄養ケア計画を作成する。
②管理栄養士は，サービス担当者会議(入所(院)者に対する施設サービスの提供に当たる担当者の会議)
に出席し，栄養ケア計画原案を報告し，関連職種との話し合いのもと，栄養ケア計画を完成させる，栄養ケ
ア計画の内容を，施設サービス計画にも適切に反映させる。
③医師は，栄養ケア計画の実施に当たり，その同意等を確認する。
ヱ.入所(院)者及び家族への説明
介護支援専門員は，サービスの提供に際して，施設サービス計画に併せて栄養ケア計画を入所(院)者又は
家族に説明し，サービス提供に関する同意を得る。
オ.栄養ケアの実施
①サービスを担当する関連職種は，医師の指導等に基づき栄養ケア計画に基づいたサービスの提供を行う。
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②管理栄養士は，食事の提供に当たっては，給食業務の実際の責任者としての役割をまEう者(管理栄養士，
栄養士，調理師等)に対して，栄養ケア計画に基づいて個別対応した食事の提供ができるように説明及び指
導する。なお，給食業務を委託している場合においては，委託業者の管理栄養士等との連携を図る。
③管理栄養土は，栄養ケア計画に基づいて，栄養食事棺談を実施する。
④管理栄養士は，関連職種と共同して食事摂取状況や食事に関するインシデント・アクシデント事例等の把
握を行う。
⑤管理栄養士は，栄養ケア提供の主な経過を記録する。記録の内容は，栄養補給(食事の摂取量等)の状況
や内容の変更，栄養食事棺談の実施内容，課題解決に向けた関連職種のケアの状況等について記録する。栄
養ケア提供の経過は.]jlj紙4の様式伊jを参照の上，作成する。
カ回実施上の問題点の把握
関連職種は，栄養ケア計画の変更が必要となる状況を適宜把握する。栄養ケア計画の変更が必要になる状況
が確認された場合には，対応する関連の職種へ報告するとともに計画の変吏を行う。
キ モニタリングの実施
①モニタリングは，栄養ケア計画に基づいて. (1民栄義状態の低リスク者は3か月毎，低栄養状態の高リスク
者及び栄養檎給法の移行の必要性がある者の場合には. 2週間毎適宜行う。ただし，低栄養状態の低リスク
者も含め，体重は1か月毎に測定する。
②関連職種は，長期目標の達成度，体重等の栄養状態の改善状況，栄養補給量等をモニタリングし，総合的
な評価判定を行うとともに，サービスの質の改善事項を含めた，栄養ケア計画の変更の必要性を判断する。
モニタリングの記録は，別紙5の様式例を参照の上，作成する
ク.再栄養スクリーニングの実施
介護支援専門員は，管理栄養士と連携して，低栄養状態のリスクにかかわらず，栄養スクリーニングを 3か
月毎に実施する。
ケ.栄養ケア計聞の変更及び退所(院)時の説明等
栄養ケア計画の変更が必要な場合には，管理栄養士は，介護支援専門員に，栄養ケア計画の変更を提案し，
サービス担当者会議において計画の変更を行う。計図の変更については，入所(院)者又は家族へ説明し同意
を得る。
また，入所(院)者の退所(院)時には，総合的な評価を行い，その結果を入所(院)者又は家族に説明す
るとともに，必要に応じて居宅介護支援専門員や関係機関との連携を図る。
2.経口移行加算について
経口移行にかかる経口移行計画については.)jIJ紙3の栄養ケア計画の様式例を準用する。
なお，栄養マネジメント加算を算定している入所(院)者にあっては，栄養ケア計画と一体のものとして作成する。
栄養ケア・マネジメントが厨房委託のきっかけとなったことは，事実であろう。しかし，
栄養ケア・マネジメントを実施するためには，厨房委託が必要なわけではない。早い時点 (1987
(昭和62)年)で，調理業務の委託が認められており，社会が委託を認知していたことが
大きな要因である。厨房を直営で運営している施設では，献立作成，材料発注，調理担当者
の管理などもすべて管理栄養士の仕事になる。栄養ケア・マネジメントは管理栄養士だけの
業務ではないが，食事に関わる部分が多いために，管理栄養士の仕事量は増加した。それら
を軽減させるために厨房は委託されたのだが，結果として調理担当者の雇用形態を大きく変
えることになった。
第3章厨房運営方式のあり方
厨房運営方式一委託
1987 (昭和62)年まで，保護施設における調理業務は，基本的に施設が行うべきものと
考えられていた。しかし，社会情勢の変化，施設経営の効率化などの要因により，厨房業務
を外部に委託することが，この時点で初めて認められたのである。調理業務を委託すること
は認められたが，その責任の所在は施設であると明記されている。通知の文中には，入所者
の栄養基準や，献立の作成基準を受託側に通知することが求められている。さらに，出来上
がった献立を事前に確認することも求められており，施設でこれら要件をすべて処理できる
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のは栄養士に限られる。栄養士(管理栄養士)を配置しない施設にあっては，厨房業務を委
託できないのである。との通知が出される 1年前の1986(昭和61)年に，厚生省からの通知
「病院における給食業務の一部委託について」が出され，病院において厨房業務の委託が認
められている。二大給食施設(病院・老人施設)の直営原則が，ほぼ開時に崩れたのである。
調理業務の委託については，誤って認識されている部分が多い。経費は，委託することで
大きく節約できると思われがちだが，実際は直営時と金額的にはほとんど変わらない。施設
側は，支払う金額がほぼ同じであるにも関わらず，受託会社に対して，直営の頃よりも良質
な食事が提供されることを期待する。そのために受託会社は，調理担当者の高い技術力や，
効率的な人員配置などで施設の期待にこたえるために，最大限の努力をはらうのである。施
設にとって，委託することの最大のメリットは，調理担当者の労務管理から開放されること
といえる。受託会社との契約の擦に，契約書に明記さえしておけば，職員の募集から福利厚
生にいたるまで，施設は一切関与する必要がなくなる。
しかし，その他の委託のメリットと考えられている要素のほとんどは，直営であっても実
現可能である。同じく，委託のデメリットとして考えられている要素は，直営であっても起
乙りうるものであり，たとえ委託固有の問題であっても，そのほとんどについて対応，改善
することが可能である。言い換えれば，画一的に直営は良い，委託は悪いという開題ではな
いのではないだろうか。
最後に，現在山形県及び大阪府に開設されている介護老人福祉施設数を，厨房の運営形態
ごとにまとめ，表7に示した。
表7介護老人福祉施設数及び厨房運営形態
2011 (平成23)年 (2005(平成17)年以降)
総数 85 9 
山形県 厨房直営
厨房委託 44 (51.8%) 5(55目6%)
総数 348 52 
大阪府 厨房直営
厨房委託 247(71.0%) 44(84.6%) 
まとめ
本稿では，介護保険制度の導入によって，調理担当者の雇用形態がどのように変化したの
かを分析した。導入当初は，それまでの措置制度が規定していた["老人福祉施設定員規模
別配置基準表」に従って，多くの施設では厨房を運営していたために，変化は見られなかっ
た。しかし，介護保険制度が，調理担当者の配置基準を示さなかったことで，正規雇用職員
(正職員)・非正規雇用職員(パート職員)の構成比率が変化することになる。日本社会全
般でも同様の変化は起こっており，パート職員数が増加している，施設の調理担当者に限っ
て雇用形態が変化したわけではなく，介護保険制度が調理担当者の配置基準を示さなかった
ことを契機とし，社会全般の動きと同じ変化が起こったのである。制度導入後，施設の人員
配置を規定する省令は，指定介護老人福祉施設を対象とするもの，特別養護老人ホームを対
象とするものの二種類存在する。指定介護老人福祉施設とは，介護保険法に基づく介護保険
施設のことであり，老人福祉法において特別養護老人ホームと呼ばれていた施設のことであ
る。指定介護老人福祉施設を対象とする省令には，調理担当者に関する記述が一切ない。こ
のことは，介護保険制度は厨房運営形態について「誼営Jしか認めないものではなく["委
託」を最初から想定したもので、あったと考えられる。
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しかし，介護保険制度は調理担当者の雇用形態を大きく変化させることはなかった。むし
ろ， 2005 (平成17)年に制度が一部改正され，新たに栄養ケア・マネジメントが導入され
たことにより，雇用形態は変化することになる。栄養ケア・マネジメントに対応するため，
厨房委託を選択する施設が増加したからである。入所者個々人の栄養状態を把握し、その向
上を目的とした栄養ケア・マネジメントだが，施設の厨房運営形態を変化させ，その結果，
調理担当者の雇用形態も変化するのである。
個々の栄養状態を明らかにしても，入所者それぞれの満足度を窺い知ることはできない。
なぜならば，施設の食事は入所者にとって，栄養補給以外にも大きな意味を持つものだから
である。 r楽しい」と思えるもの， r楽しみ」にできる内容のものこそ施設の食事と呼ぶに
ふさわしい。大切な食事の意味を忘れ，検査データばかりに注目していると，入所者の身体
面，精神面の変化を見逃すことに繋がってしまう。 10年あまり特別養護老人ホームに勤務
した経験であるが，高齢者の身体面，精神面の変化は突然でしかも激しい。
制度の変更，改正などにより調理担当者の雇用形態は様々な影響を受ける。入所者にとっ
て大きな意味を持つ施設の食事を考えるとき，調理担当者の果たす役割は大変重要である。
雇用形態がどのように変化しても，食事の質を維持することができる方策を確立しておく必
要があるだろう。
本研究に残された課題
特別養護老人ホームの調理担当者の雇用形態変化に関する実証研究として本研究には残さ
れた課題が存在する。それは，調査の対象とした特別養護老人ホームが一施設に限られてい
ることである。このことは、特別養護老人ホームで職員の勤務関係の書類が保存されている
場合で、あっても、厨房で働く職員の勤務状況変化を検討するためには、厨房の詳しい勤務表
が必要となることと関係する。施設ごとに条件は異なるものの，書類などの保管スペースが
十分に確保されていることは少なく、重要な書類で、あっても法定保存期聞を経過したものか
ら廃棄処分されているのが現状である。本稿では介護保険制度施行前後の変化を中心に考察
したため、制度導入前及び、導入直後の勤務表が必要であった。しかし，複数の施設から資料
を入手することができなかったため、対象が一施設のみとなってしまった。この研究を継続
して行うためには，より実証的な調査の方法を検討しなければならない。
しかしこうした現状を考慮すれば、本研究には方法論上の限界はあるものの、施設の調理
担当者の勤務状況変化に関する実証研究として一定の意義があるものと考えられる。
註
1 )財団法人厚生統計協会『国民の福祉の動向・厚生の指標増刊・第57巻第11号通巻第
898号~ (財団法人厚生統計協会， 2010) pp.36-37. pp.40-41. pp.113-114. p.131 
なお，本文中の法令および通知は，厚生労働省ホームページより引用した。
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